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序 文 

日本国政府は、パラオ共和国政府の要請に基づき、同国の島間連絡道路改修計画にかか
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した。 

調査団はパラオ政府関係者と協議を行うとともに、計画対象地域における現地調査を実施

しました。帰国後の国内作業の後、平成 16 年 2 月 26 日から 3 月 6 日まで実施された基本設

計概要書案の現地説明を経て、ここに本報告書完成の運びとなりました。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つ

ことを願うものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 
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写真集 

 

 

  

ミュンズ･コーズウェイ位置図 1 アラカベサン島側端部東側より眺望す

る｡東側護岸構造物の劣化が進み､補修

工事がなされている｡ 

  

2 コーズウェイ西側に沿い水道給水本管と

汚水排水管（圧送）が設置されている｡ 

3 東側護岸石積みの劣化は激しく､海側

へのはらみだし､それに伴う路面陥没､そ

してそれら事象に対する対策工の跡が

多数見られる｡西側は旧排水管基礎で

補強をした形となり劣化個所はない｡ 

  

4 中間部ボックスの西側床版は海砂等の

細骨材使用による塩害で鉄筋が腐食し､鉄

筋断面膨張にともない被りコンクリートが剥

落している｡ 
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写真集 

 

 

  

マラカル・コーズウェイ 1 中ノ島よりマラカル･コーズウェイ東方（ミ

ナト橋方向）を望む｡ 

護岸工は、比較的損傷が少ない。 

 

  

2 中ノ島手前の道路現況。中ノ島区間の道

路沿いには、商業施設が営業している。

3 マラカル・コーズウェイ既改修部にてコロ

ール島側（東方）を望む｡両側にジャー

ジー・タイプのバリアが設置され､その外

側（北側のみ）に歩道がある｡ 

  

4 既改修部の護岸工及びカルバート現

況。護岸の法勾配は、1:0.5 程度。 
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ミナト橋位置図 1 ミナト橋全景。1979 年に架け替えらたプ

レキャスト PCT 桁橋。 

橋長約 63m(3@21m) 

  

2 添架されている上水管。 3 パイルベント杭現況。設計図から判

断すると H 型鋼が構造材で、鋼管及び

中詰めコンクリートは H 型鋼の保護材で

ある。 

  

4 マラカル側(A1) 橋台前面擁壁現況。亀

裂が生じているのは、旧橋台(現擁壁)の

オープンウイングに当たる箇所である。 
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写真集 

 

 

  

マラカル島内道路位置図 1 マラカル島内道路起点部に近いマラカ

ル水産試験場。路面状態は悪く、ポット

ホールが数多く生じている。 

  

2 地滑り発生箇所。右側は、海に通じてお

り、高低差約 5m。 

3 道の両側に建物があり狭隘部となってい

る区間。 

  

4 2 からの工事排水箇所設置されたシルト

フェンス。汚濁防止策を実施している。 
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写真集 

 

 
  

アイライ･コーズウェイ位置図 1 アイライ・コーズウェイ起点部。コロール

島側取り付け部より望む｡ 

 

  

2 護岸工の現況。擁壁による補強が見ら

れる。 

3 中ノ島から KB 橋方面を望む。この付近

は幅員が狭くなっており、特に、すれ違

い走行時に注意を要する。 

  

4 KB 橋取り付け部。路面には、埋設施設

の維持・管理時の掘削跡が多くあり、段差

が生じている。 
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パラオ国首都圏島間連絡道路改善計画                                                 要 約 

要約 - 1 

 

要約 

パラオ共和国(以下パラオ国)の首都であるコロール市は人口約 15,000 人で、政府機関・商業地区が集まるコロ

ール島と、南のマラカル、西のアラカベサン、北のバベルダオブの 3 島の一部をもって構成される。 

パラオ国の公共セクターの基本計画としては、「公共セクター投資プログラム（2003-2007）」が 2003 年 4 月に作

成されているが、このプログラムの中では、首都圏幹線道路の改修整備プロジュクトを最も重要性・緊急性の高いもの

としている。 

首都の幹線道路の大部分は、日本統治時代（1930 年代）に建設されたものであり、これらを今も使用しているが、

急増する交通量や車両規格に合わないため、近年の傷み方は急速なものとなっている。 

首都を構成する 4 つの島は、橋梁と堤体道路(コーズウェイ)でむすばれている。各コーズウェイは、上下水道管

および電力線を設置している首都圏のライフラインであり、1997 年 9 月アイライ地区とコロールを結ぶ旧 KB 橋が落下

したときには、非常事態令が発令されたほど重要性が高い連絡道路である。しかしこれらのコーズウェイは、側壁護岸

のはらみだし、内部土砂の吸出しによる路面の沈下、中間カルバート部の崩壊とパラオ側で可能な小規模補修の範

囲を超える事故が続き、いつ再び崩壊し首都機能の麻痺が起きるかわからない危険な状況にある。また、コーズウェ

イの幅員も日当り 6,000台から10,000台に達する現在の交通量、速度に対応できない狭いものであるため、事故が多

発する問題が生じている。 

このような背景のもと、パラオ国政府は 2002 年 7 月我が国に上記首都圏幹線道路改良の無償援助を要請した。

本要請は、首都圏内幹線道路全般 17.4km の改良であったが、区間ごとの緊急度･優先順位に不明な点があったた

め、予備調査団が 2003 年 3 月に派遣された。 

その結果、「公共セクター投資プログラム」の最優先プロジェクトである首都圏幹線道路改修事業の中では、コー

ズウェイ拡幅改良が市街地道路よりも緊急性・裨益効果が高いものであることを確認し、本調査の対象を 3 ヶ所のコー

ズウェイ(ミナト橋を含む)とマラカル島内道路に絞るものとした。 

予備調査の結果に基づき基本設計調査団が 2003 年 10 月から 11 月に現地に派遣され、測量・土質調査を含む

現地調査を実施し、収集したデータを基に日本国内で設計と積算を行った。その結果説明を行うため 2004 年 2 月末

から 3 月始めにかけ、基本設計概要調査団が派遣され、協力対象事業の内容についてパラオ国側との合意を得るに

至った。しかし、基本設計調査段階では、3 ヶ所のコーズウェイ(ミナト橋を含む)とマラカル島内道路を調査した結果に

基づき、現状復旧・環境優先・弱者救済を基本条件とする無償援助の原則に準拠した設計方針を示したが、パラオ

国側はアメリカタイプの道路幅、安全防護壁を要求し、すりあわせに時間を要した。 

最終的に合意を得た協力対象区間と工事内容を次頁に示す。 
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道路区間 アイライ 

コーズウェイ 

ミュンズ 

コーズウェイ 

マラカル 

コーズウェイ 

マラカル 

島内道路 

ミナト橋 

協力対象道路延長 0.73 km 0.67 km 0.51 km 1.63 km 0.08 km 

    

道路幅員の拡幅 
全コーズウェイに共通。 

現況 7-8m（歩道なし）から 13.8m（2 車線両側歩道付き）に拡幅。 
拡幅なし。 

堤体捨石の 

補修・追加 
9,000 m3 8,800 m3 4,800 m3 - - 

路盤(30cm)の改修 

舗装(10cm)の改修 

11,000 m2 

7,000 m2 

7,800 m2 

6,700 m2 

7,300 m2 

4,700 m2 

16,300 m2 

15,600 m2 

- 

- 

歩道設置 3,040 m2 4,750 m2 2,650 m2 - 36 m2 

道路側溝の改修 

U 型 41m 

V 型 164m 

横断管 - 

- 

- 

- 

U 型 40m 

V 型 164m 

横断管 - 

U 型 1,660 m 

V 型 1,220 m 

横断管 66 m 

- 

- 

- 

擁壁の改修 - - -  
2 箇所 

23 m & 13 m 
- 

カルバートの 

補修・追加 
- 

5 箇所 

合計 106 m 

3 箇所 

合計 64 m 
- - 

橋梁の補修 - - - - 

下部工：橋脚柱

（鋼管）の防食 

上部工ヒビ補修 

交通安全施設の設置 

道路マーキング 

道路標識 

 

280 m2 

4 本 

 

250 m2 

１本 

 

220 m2 

4 本 

 

610 m2 

4 本 

- 

公共サービス施設の

道路敷内設置 

上下水道 

電力線 

通信線設置用ﾊﾟｲﾌﾟ 

 

 

- 

- 

730 m 

 

 

- 

- 

670 m 

 

 

- 

- 

510 m 

 

 

- 

- 

- 

 

 

- 

- 

- 

 

 

本調査での施設規模・内容についての検討結果を下記に示す。 

1) コーズウェイは、沖波の届かないリーフの中にあり普段周辺海域は静穏ではあるが、海洋構造物としての視

点で捉え、50 年確率の高波に耐える護岸構造と高さを設定する。 

2) 道路幅は、片側 3.6ｍの車線幅員に加え 1.2m の路側を設けた全幅 9.6m の車道を設けることにした。この

幅員は現在アメリカ援助で施工中のコンパクト道路のコーズウェイの道路幅員と同じであり同国の設計基準

に準拠している。 

3) 車道の両側には 1.2ｍ幅の歩道を配し、歩行者に対する安全性を確保すると同時に、工事完成後高速化

する車両の海への転落を防ぐ。（パラオ国側は歩道を片側のみとし重量型コンクリート連続側壁の両側設

置を強く希望したが、堤体幅全体の増加、側壁下部の補強、美観の悪化に加え、酒酔い、速度過剰運転

者を保護するための要請であることから、過大と判断し通常の安全対策を採るにとどめる） 
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4) コーズウェイの途中に設けられている干満に伴う海水流確保のためのカルバートは、道路拡幅に併せ延長

を伸ばすと同時に落橋寸前の上床版を架け替え、竪壁を補強するものとした。なお既に崩壊し埋め殺され

ているカルバートも新設・復旧する。 

5) 工事用材料は、現地発生材を用いることとした。使用量が一番多いものは捨石護岸堤用の石（約 2.3 万

m3）であり、マラカル島採石場からの搬入とした。問題となったのは舗装用およびコンクリート用骨材である。

コロール周辺の砕石は、国際的な規格と比較し、比重は問題ないが吸水率、すり減り減量、ナトリューム液

に対する安定性に問題がある。しかし、「規格割れの程度が絶対的なものでない」、「今後のパラオ国での

維持管理・新設時のコスト増加を抑える」、「現地では一般的にこれを使用して工事を行っている」という条

件を考慮し、現地産骨材を品質管理等で工夫して使用する。 

6) 舗装設計では、全通過軸重を想定し、これを基に必要な舗装厚さを設計した。コーズウェイの路盤にシルト

質材を使用している箇所は、これを除去し、水に強く現地で入手できるコーラル掘削砕に置き換える。 

7) ミナト橋の補修は、橋脚ベント鋼管柱の錆の除去、ベント横桁のひび割れ補修、橋台擁壁の補修、アプロ

ーチ部の拡幅にとどめる。 

8) 道路照明については、維持管理をしているパラオ電力会社（PPUC:Palau Public Utilities Corporaiton）から

の、維持管理費の節約のため照明照度を落としていると言う説明、および日本での海沿い照明の生物に対

する影響評価が解明されていない事実から現状のままとする。 

9) 平面線形・縦断線形はともにパラオ国側の要望に沿い現状をできる限り踏襲するものとした。しかし、全線

現在の約 2 倍の幅とする拡幅に伴う用地収用必要箇所がコーズウェイ端部、中間の島の部分で生じる。 

10) マラカル島内道路のマラカル港入り口三叉路以南では、部分的に現状道路幅が標準設計幅より狭い部分

があるが、土地収用をあえて行わず路側を狭めることで解決する。 

11) パラオ国側からの要請にあったマラカル道路における上下水道管施設の補修改善については、調査の結

果緊急性がないと判断されるので、今回の計画対象から除外する。 

12) 工事中の交通処理は、護岸天端幅が工事完成後は現在の 2 倍となるので、まずコーズウェイ両側の拡幅

部を広げ、臨時の道路を設けここに車を通しながら、現在の道路部分を完成させ、交通をここに戻した後、

両側の側帯と歩道部分を完成させる。この方法により、工事中も現状交通を止めることもなく施工が可能と

なる。 

13) 工事中、工事に伴う土砂掘削・盛土による海水汚染を避けるため、工事区間はシルトフェンスを 2 重に設置

するものとした。また、コーズウェイを横切る干満による海水流を妨げないように、各コーズウェイともシルトフ

ェンスを全線にわたり設置するのを避け、半域ずつ 2 回に分けて施工する。 
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必要工期は、実施設計に 6 ヶ月、工事期間に 19 ヶ月を予定している。 

概算事業費は 8.93億円（日本側 7.90億円、パラオ国側 1.03億円）を予定する。 

上記内容の無償資金協力事業は要請された道路の中で損傷の激しいコーズウェイ区間を改修するので事業の

完成によって当道路の交通機能と安全性の大幅な改善が期待される。また、道路改修に伴い道路敷き内の公共サ

ービス施設（上下水道と電力線）もパラオ国政府の手で更新されるので首都圏の島々を繋ぐライフラインの信頼性・耐

久性が向上し、道路を含めた維持管理費の大幅な削減が見込まれる。 

島間連絡道路の整備は直接的には首都圏住民 15,000 人の生活の安定性・安全性に貢献するが、パラオ国の

主要産業の一つである観光産業（観光客数：5 万人/年）の振興にも寄与し、間接的にはパラオ国の財政改善も期待

できる。また、2005 年のパラオ国独立 10 周年事業として、歴史的に深い関係を有する日本パラオ両国の友好の証と

しても実施する価値の十分あるプロジェクトと判断される。 

一方、本プロジェクト完成後のパラオ国側の当道路の維持管理能力についてみると、パラオ国の道路延長約

210kmの維持管理予算は全体で約54万ドル／年であるが、要請された島間連絡道路（延長3.62km）に対してはこれ

まで約 2.5 万ドル／年の維持管理費が使われてきた。本プロジェクトの完成によって島間連絡道路の維持管理費はさ

らに軽減されると期待できるので、大きな災害発生時は別として、パラオ国側の維持管理予算上の制約はないと考え

られる 

なお、要請されたコーズウェイは 2 車線の道路幅員で改修されるが、現在の交通需要に対しては十分な幅員で

ある。将来、交通量が増加した場合は接続する各島内道路の拡幅が問題となるであろう。例えば、ミュンズ・コーズウ

ェイについては、メダライ交差点の改良、さらには市街地付近までの道路拡幅が完成しないとコーズウェイだけを 2 車

線以上に拡幅しても効果は期待できない。平地が少ないコロール市にあっては、その用地確保が容易ではないが、

「パ｣国政府の長期的な都市計画と用地取得施策が望まれる。 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 
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第1章 プロジェクトの背景・経緯 

1-1 道路セクターの現状と課題 

1-1-1 現状と課題 

(1) 道路の現状 

パラオ共和国(以下パラオ国と略す)の陸地総面積は 488 km2 であり、その総人口約 2 万人弱の内 70％がコ

ロール首都圏に集中している。コロール首都圏は、コロール島とその隣接主要 3 島であるマラカル、アラカベ

サン、バベルダオブの一部からなる。 

パラオ国は 200 以上の島嶼からなるが、有人島は 9 島である。パラオ国の道路総延長は、約 280 km で、内

52 km が舗装道路(1996)である｡舗装道路の大半はコロール首都圏に位置している。 

幹線道路は、1930 年代日本委任統治時代に整備されたものが主体であり、その大半は現在も使用されてい

る。その後、米国信託統治の下に維持管理がなされてきたが、1994 年の独立以降、主として国家予算の不

足から、パラオ国が独自に行う道路維持管理業務は日常の小規模なものが実施されるのみで、改修を伴う

大規模な維持管理業務は実施されていない。 

表 1-1   首都圏の幹線道路延長 

 舗装道路 未舗装道路 計 

幹線道路 

- マラカル島南端 Ice Box から Medalaii 交差点 

- Medalaii から PPR 

- Medalaii から空港 

17 km  17 km 

補助道路 16 km 6 km 22 km 

全道路 33 km 6 km 39 km 

出展：1993 年 4 月 CIP の車両メータによる実測データ 

(2) 陸上交通の状況 

陸上交通手段は、車両交通（道路）のみである｡現在、首都コロール市内の公共交通としては、タクシーが約

40 台あるのみで、ホテル等の私有バスは存在するが、公共バスは運営されていない。 

雨が多く、日差しが非常に強いため、バイクは普及しておらず、自家用車の普及率が高い。自動車登録台数

は 2002 年で約 7 千台、島民の 3.4 人に 1 台という普及率であり、首都圏では朝夕のラッシュ時には渋滞が

見られる。現在の交通量を下記に示す。（巻末資料「コーズウェイの必要車線数」参照） 

表 1-2   各コーズウェイでの日交通量（出典：調査団調査結果 2003 年） 

 市内中央部 ミュンズコーズウ

ェイ 

マラカルコーズ

ウェイ 

アイライコーズウ

ェイ 

現在日交通量 20,000 台 10,000 台 8,000 台 6,000 台 

ﾋﾟｰｸ時率 10％ 10％ 16％ 10％ 

大型車混入率 ４％ ４％ ７％ 8％ 
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(3) 交通事故の現況 

パラオ国司法省（Ministry of Justice）と警察には、不完全ではあるがコロール首都圏（約 30 ㎞）での交通事

故記録がある｡（巻末資料「交通事故記録」参照）  下表にまとめを示す。 

表 1-3   年間平均事故件数（過去 7 年間） 

 事故 

件数 
道路上 

内重大 

事故 
道路外 

内重大 

事故 
負傷者 死者 

酒酔 

事故 

内重大 

事故 

コロール首都圏 183 138 (31) 45 (28) 45 0.6 36 (27) 

内 アイライコーズ

ウェイ 
6.4 2.3 (0.9) 4.1 (4.0) 2.1 0.3 2.1 (1.7) 

 マラカルコーズ

ウェイ 
5.3 1.6 (0.6) 3.7 (3.1) 2.9 0 1.9 (1.4) 

 ミュンズコーズ

ウェイ 
4.3 1.7 (0.7) 2.6 (1.9) 1.4 0 1.9 (1.1) 

3 つのコーズウェイ

の計 
16 5.6 (2.1) 10.4 (9.0) 6.4 0.3 5.9 (4.3) 

 

交通事故数は、平均 2 日に 1 件の発生率であり、増大化の傾向にある。 

要請された島間連絡道路の内、コーズウェイ (約 3 ㎞)上での事故の発生割合もこれに類似しているが、道

路外(海)の転落事故の割合が非常に高い。警察からのヒアリングによるとこの道路外事故の主な原因は、速

度オーバー・酒酔い運転である。 

事故は、アイライコーズウェイ、マラカルコーズウェイ、ミュンズコーズウェイの順に高い。曲率の小さい平面カ

ーブ、あるいは縦断曲線が入った箇所での事故が多いと判断される。 

(4) 道路セクターの抱える課題 

パラオ国の道路セクターが抱える問題を整理すると以下のようなものである｡ 

1) 近年の交通量の急激な増加は市内の交通渋滞の原因となっている。 

2) 首都圏 4 つの島を連絡する構造物としてのコーズウェイは建設後約 60 年を経過している。この間、

約 2 m の干満差により道路路体が少しずつ吸出しを受け沈下し、これに伴い両側護岸が崩れかけ

て危険な状態にあるところが散見される。 

3) 維持管理能力の不足により、道路・舗装の老朽化は急速に進行しつつある。 

4) 排水施設、路肩・歩道・信号機・安全柵等の安全施設は、整備が立ち遅れている。特にコーズウェ

イ区間において顕著である。パラオ人が歩行しているのを見かけることは少ないが、市内では外国

観光客が買物等で多数路側を歩いており、また朝夕の運動の散歩･ジョギングを楽しむ人が増え

つつある中、歩道がないので危険である。 

5) 本計画の実施機関である資源開発省は、予算面および技術力の不足から新規大型事業を独自

に実施することは困難な状況にある。 
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1-1-2 開発計画 

パラオ国は、米国援助に依存する経済体質から脱却し、自立した発展を遂げるため経済開発計画のマスタ

ープランとして、1996 年に「国家開発計画パラオ 2020(1996-2020 年)」を作成している。 

このマスタープランは、生産性の向上、資源の有効活用のため、経済活動の主体をパブリックセクターからプ

ライベイトセクターへ移行を目指すもので、政府機構の縮小化を通して、外国投資の予測可能なフレームワ

ークを構築し、人材教育と育成を目的としている。政府機構の強化面では、意思決定プロセスの改善、実施

責任の強化、実施事業の選択・評価方法の改善、資源の活用を課題としている。財務面では、縮小化する

米国援助への対応を戦略としている。その内容は、財務、インフラ、土地利用、観光、農林業、工業、サービ

ス業、海洋資源、環境配慮、公共サービス、人材育成、厚生等であり、必要な立法処置について触れてい

る。 

このマスタープランの達成のため、公共セクターの基本計画としては、「公共セクター投資プログラム

（2003-2007）」が 2003 年４月に作成されている。このプログラムではプロジュクトを下表のように実施中のもの

と優先度の高い順に A,B,C の４種類に区分している。「首都圏道路改良プロジェクト」は、この「公共セクター

投資プログラム」で優先度 A に位置付けられている。 

開発計画は、現在までは各ドナーの支援を受け、ほぼ計画通り実施されてきているが、次節で述べるように

今後の実施見通しは国家財政の逼迫から不明確である。なお、本協力対象事業はドナー間の調整のための

枠組みや戦略が策定されていないことを確認している。 

表 1-4   公共セクター投資プログラムの中の本計画に関係する主要事業 

種類 区分(注１) 事業名 予算（1000＄） 

実施中 1. 給水 

3. 下水 

8. 道路 

コロール給水システム 

マラカル下水処理場建設 

コンパクト道路（注 2） 

10,000 

4,700 

113,000 

優先度 A A3 ごみ 

A4 道路 

A5 下水 

A7 給水 

A8 給水 

A9 下水 

A28 道路 

A29 道路 

A36 土地 

コロールごみ中間処理場 

首都圏幹線道路改良 

コロール下水処理システム改良 

コロール給水システム 

コロール給水施設増強 

コロール下水施設増強 

コンパクト道路太陽電池照明灯 

コンパクト道路自転車歩行者道 

GIS 土地利用図作成 

1,000 

19,000 

500 

300 

5,000 

5,000 

2,000 

2,000 

300 

優先度 B B1 道路 

B2 土地 

B9 道路 

アイライ区間連絡道路 

GIS 土地利用図作成 II 

コンパクト道路維持管理機械 

3,800 

500 

1,500 

優先度 C C13 道路 コロール沿岸道路（注 3） 10,000 
(注 1) 区分は「公共セクター投資プログラム」の中のプロジェクト番号を示す。 

（注 2） 実施中のコンパクト道路は、パラオ国最大の道路プロジェクトであり、今後の幹線道路の標準となると考えられ本協力対象事業

の道路規格もこれに準拠するものとした｡ 

（注 3）「海岸道路整備計画」は、「首都圏道路幹線改良プロジェクト」と並行しコロール島北岸に新路線を設置するものである。 
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1-1-3 社会経済状況 

(1) 国家経済の概況 

パラオ国の財政は、米国からの援助にかなり依存しており、ナカムラ大統領時代には、独立直後に巨額のコ

ンパクト資金（注）が一括してパラオ政府に引き渡され、その運用益とともに、上記マスタープランを実行に移

す積極財政展開を可能とする基盤となっていた。2000年度でみると国家予算74.8百万ドル()に対し、52％の

援助を受けている。しかし、現レメンゲサウ大統領就任時(2201年)には、この「一括引渡金」のうち予算措置さ

れていない資金はほとんど枯渇し、緊縮財政への転換を余儀なくされてきている。一方、未執行公共事業を

継続し実施してきているため、実際の歳出額はほとんど減っておらず、パラオ経済は従来通りの構造と水準

を維持している。ただし今後は留保金の枯渇に伴い、一般予算の財源不足、政府歳出幅減となり、上記マス

タープラン実施に影響がでる可能性がある。 

（注）コンパクト資金：安全保障上の理由から米国がミクロネシア諸国に援助を行ってきた盟約に規定された

援助一括引渡金。 

産業面では、製造業にみるべきものがなく、生活物資はほとんど輸入に依存している。マグロ等鮮魚の日本

向け流通中継転載事業が一時期大きく伸びたが、近年は低迷している。このような経済構造からの転換を図

るため、自給率を高める生産部門の確立が必要とされている。 

観光産業が近隣諸国と比べ徐々にではあるが確実に発達しており、近年同国の自然環境を求めて、観光客

が増加しているため、関連施設やインフラの整備が最優先課題となっている。 

雇用面では、パラオ人就業人口のうち政府職員の占める割合が大きく、民間労働力は外国人(フィリピン人)

への依存が非常に高く、地元民雇用の拡大策が検討課題とされている。 

(2) 財務状況と GDP 

パラオ国の GDP per capita は太平洋島嶼国の中でも高い＄6000－となっており、下図に示すようなトレンド

にある。 
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出典： Palau 2020 National Master Development Plan (Table 4.4) 

図 1-1   GDP の推移（縦軸単位百万ドル） 
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GDP は、民間需要＋政府支出＋輸出高－輸入高であり、問題となるのは民需の大きさと政府支出である。

政府支出は下図に示すように急速な伸びを期待しているが、歳入が伴わない赤字財政であり、米国の援助、

税収入の伸びも期待できない状況にある。 
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出典： Palau 2020 National Master Development Plan (Table 4.3) 

図 1-2   財務の推移（縦軸単位百万ドル） 

Bank of Hawaii は、2000 年の Economic Report (P9)に上図の値と多少異なる表 1-5 のような GDP の計算を

示している。 

表 1-5   パラオ GDP 経済活動 (Million$) 

Year 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 

Agriculture & Fisheries 19.9 23.6 15.3 8.1 7.3 6.5 5.8 6.0 6.1 

Mining, Quarrying & Manufacturing 0.5 0.6 1.1 1.1 1.2 1.2 1.3 1.1 1.2 

Electricity, Gas and Water 2.8 3.7 0.9 0.9 0.6 0.3 0.0 -0.5 -0.4 

Construction 8.5 7.0 8.4 4.5 4.9 7.9 9.3 10.0 10.0 

Transport & Communication 3.4 3.4 9.3 10.0 10.5 14.4 17.4 19.9 20.6 

Trade 12.0 13.8 14.0 14.0 14.8 20.4 24.6 22.6 20.3 

Hotels and Restaurants 6.3 6.8 5.5 6.4 7.1 13.6 16.5 16.5 14.3 

Finance, Insurance & Real Estate 6.4 6.9 5.6 5.7 7.4 9.0 10.7 14.4 15.8 

Public Administration 14.2 15.0 18.4 20.4 23.0 23.2 26.9 29.3 28.9 

Other Services 2.8 3.0 2.9 3.0 5.9 6.1 9.1 9.4 9.2 

Sub-Total 76.9 83.9 81.4 74.2 82.6 102.7 121.4 128.5 126.1 

Less: Imputed Bank Service Charge - - 1.3 1.0 1.0 1.0 1.0 1.3 1.3 

Plus: Import Duties - - 2.4 2.7 3.1 3.5 3.8 3.8 4.4 

Gross Domestic Product (GDP) 76.9 83.9 82.5 75.9 84.6 105.2 124.3 131.1 129.3 

 

政府の監査報告書によると、公務員の給与等総額は 2001 年度で約 27 百万ドルであり、上の表で Public 

Administration がこれに相当するが、これが GDP 全体の約４分の 1 を占める。 

財務の推移グラフの税収と Public Administration がほぼ等しいということは、社会インフラ等を整備する自主

財源が不足していることを示している。 
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以上から、一人当たり GDPの額は、他の開発途上国に比べ高いことは事実であるが、国土面積、人口規模、

予算の全体規模は、非常に小さく、自立するには未だ時間を必要とする状況にある。 

 

1-2 無償資金協力要請の背景・経緯および概要 

パラオの独立後、国の予算不足のため、道路セクターの主管官庁である資源開発省の年間予算は約 6 億円

であり、しかも近年は横ばいから減少傾向にある｡したがい日常的な道路の維持管理は実施されてきている

が、自力での大規模な道路改修事業を実施することは困難な状況にある。このため既存道路網の舗装、路

盤の劣化が進行しつつあり、特に島と島を結ぶコーズウェイでは老朽化が著しく部分的には崩壊もみられる。

また、排水設備や歩道、路肩等の設備が十分確保されておらず、交通標識、ガードレール等の安全設備も

不十分である。コーズウェイでは狭い現状道路巾員、不十分な交通安全施設のために交通事故が多発して

いる。他方、車両の登録台数は近年急激な伸びを示し、交通量も増加のー途をたどっており、交通渋滞も深

刻化しつつある。 

このような状況からパラオ国政府は首都圏の主要道路の改修につき、2002 年 7 月我が国政府に対して無償

資金協力を要請した。要請内容は、首都圏道路約 17 km の全般的な補修・改修を意図したものであるが、各

区間の劣化状況、改修の妥当性、優先度等が把握できなかったため、平成 15 年 3 月に予備調査が実施さ

れた。同調査の結果、コロール島と近隣の 3 島(バベルダオブ島、マラカル島、アラカベサン島)を結ぶコーズ

ウェイ区間計約2 kmおよびマラカル島内の幹線道路約1.6 kmの重要性、緊急性が答申された。これに基づ

きコーズウェイを始めとする優先度の高い区間の道路の改善計画にかかる基本設計を行うことになり、プロジ

ュクト名も当初の「パラオ国首都圏道路改善計画」から「パラオ国島間連絡道路建設計画（Improvement of 

Interisland Access Road）」に変更となった。 

平成 15 年 11 月、基本計画調査団がパラオに赴きインセプションレポートの内容について説明したところ、大

統領からパラオ国としての最優先道路は「コロール市街地幹線道路」の改良であり、これを本基本設計調査

の中に含めるよう強く要望された。これに対し、調査団は無償資金協力の原則は、現況復旧が基本で状況に

応じ交通量の将来の増加見込みや相手国の将来計画を考慮することもあるが、今回は現況復旧以上の協

力は困難であると説明したが、パラオ国側の合意を得ることが出来なかったので､討議議事録（Minutes of 

Discussion：以下 MD と略す）にパラオ国の希望を日本国に伝える旨を記載した形で 03 年 11 月 5 日、MD を

署名・交換した。(資料：討議議事録参照）  

帰国後 JICA および外務省と協議を行い、設計方針会議を経て協力内容の枠組みを決定し、その内容を事

前にパラオ国側に送付した上で、基本設計概要報告書の説明のために 2004 年 2 月末、現地を訪問した｡用

意した基本設計概要書の内容についてパラオ国側と話し合い､最終的に大統領の判断により日本側の提案

で合意した。 
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1-3 我が国の援助動向 

日本はパラオ国に対し、その独立以前から、下記の技術援助・研修を実施してきている。 

表 1-6   我が国による技術援助､研修 

1996.06 サンゴ保存事業調査 SAPROF 

1997.03 同上 事前調査 

1997.11 小規模農業振興 専門家派遣 

1997.12 太陽エネルギー計画 専門家派遣 

1997.11 経済整備計画調査 SAPROF 

1999.08 経済整備振興計画 事前調査 

2000.02 同上 事前調査 

2000.07 パラオ国際空港改良計画 事前調査 

2003.04 パラオ首都圏道路改良計画 事前調査 

 

 

道路交通セクターに関連する無償援助の実績を下記に示す。 

表 1-7   日本の無償援助実積（百万円） 

年次 プロジュクト名 漁業 農業 電力 給水 交通 環境 

1981 Koror 州小規模漁業整備 320      

1982 Koror 州ココナッツ農業振興計画  240     

1984-85 電力網整備計画  Babeldaob    756    

1987 Koror 州道路整備計画     190  

1987-89 AngaurIls 州漁村整備計画 1084      

1990-92 Koror 州給水施設改善計画    1191   

 小規模沿岸漁業整備計画 96      

1993 電力供給網整備計画(1) Malakal 島   581    

 Pelelie 州小規模漁業整備 110      

1994 水産資源配送計画 (Koror, Ngeremiengui) 223      

1995 電力供給網整備計画(2) Koror 島   468    

 同上 (3) Ngeremiengui, Ngatpang   188    

1996 北部小規模漁業振興計画 493      

1996-98 電力供給改善計画   2,147    

 Peleliu 州漁村整備計画 368      

1999-00 国際サンゴセンター建設計画       797 

1999-01 新 KB 橋建設計画      3,102  

2001-02 パラオ国際空港ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ改善計画     1,692  

2002 Kayangel 州漁業施設整備計画 487      

2003 （ 無 し ）       

 計(百万円) 3,181 240 4,140 1,191 4,984 797 

出典：JICA Palau Office 
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1-4 他ドナーの援助動向 

他の援助機関としては、国連、世銀、米国、台湾、オーストラリア、ニュージーランド等があり、主として 2 国間

援助の形をとっている。この中で援助規模の大きい米国、台湾による近年の道路関連プロジェクトの実績は

表 1-8 のようになっている。 

表 1-8   外国援助による主たる道路プロジェクト 

場所 計画名 内容 
金額 

(US$1,000) 
完成 援助国 種類 

Koror コロール・アイライ道路 
2001 年 7 月の

台風災害復旧 
1,413 2002 台湾 無償 

 コンパクト道路 道路新設 149,000 2005 U.S.A 無償 

 新首都建設 建物他 35,000 2004 台湾 Loan 

 
Ngarchelong 道路 

(Babeldaob 島北部の州) 
道路新設 1,300 2003 台湾 無償 

Babeldaob 
Ngaraard 道路改良 

(Ngarchelong 州の南部) 
舗装 144 2003 台湾 無償 

 Aimeliik 道路改良 舗装 44 2003 台湾 無償 

 

Ngarcmau 道路・港湾 

(Babeldaob 島西岸) 

(Ngaraard の南) 

浚渫と 

海洋構造物 
84 2003 台湾 無償 

Peleliu Peleliu 道路 舗装 916 2003 台湾 無償 

Angaur Angaur 道路 舗装 565 2002 台湾 無償 

出展：Capital Improvement Project Office 

最重要かつ最大のプロジェクトは、米国援助によるバベルダオブ島を周回するコンパクト道路建設であり、当

道路の幅員構成が、パラオ国の幹線道路の標準とみなされているため、本協力対象事業もこの標準幅員を

適用する｡ 

近年、台湾政府は、パラオ国に対し数多くの小規模道路改良工事の無償援助を行っており、この中には本

プロジェクト区間内マラカルコーズウェイの一部、および 2001 年に実施されたエピソン（Etpison）博物館傍の

道路地滑り対策工事も含まれている。台湾の無償援助の特徴は、費用をパラオ国に渡し、設計はパラオ国

CIP が行い、工事は地元業者が行っていることにある。 

上位計画である「公共セクター投資プログラム（2003-2007）」では、コンパクト資金減少後の経済活動を維持

するため道路システム整備は不可欠とされ、高い優先度を置いている。コンパクト道路の整備に加え、全国

道路網の整備を必須としており、他の援助機関による上記道路プロジェクトはこの一環ととらえられものである

が、本協力対象事業は、上記プロジェクトと重なるものではない。 

基本設計調査の結果、マラカルコーズウェイの台湾資金による改修済み区間については、パラオ側から再補

修を要望されたが、緊急性が低いこと、また責任分担が不明確になることから、本協力対象事業から除外す

るものとした。 
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路面の平坦性を判定する指標として IRI（国際ラフネ

ス指数）があり、右図に示す路面状態と IRI の関係

が MW. Sayer、SM. Karamihas により示されている｡

上述した改修対象道路の路面現況は左図の関係

からほぼ IRI = 8 に相当すると判断される｡ 

 

 

 

 

 

以下に改修対象道路の現況路面状態を示す写真を示す｡ 

 

図 2-2 路面状態と IRI の関係 
Source: The Little Book of Profiling, Michael W. Sayers

& Steven M. Karamihas, University of 

Michigan, 1998 

写真:ミュンズコーズウェイ｡補

修部の陥没 

写真:マラカル島内道路｡マラカル港入

り口｡ 

写真:マラカルコーズウェイ｡ミナト橋近

写真:マラカルコーズウェイ｡ミナト橋近

傍での路面詳細｡ 

写真:アイライコーズウェイ｡コロール橋

から中ノ島間の状況。 

写真:アイライコーズウェイ｡中ノ島間か

ら KB 橋間の状況。KB 橋取り付け部

約 150 m は拡幅改修済みである｡ 

写真:マラカルコーズウェイ拡幅改修

部｡マラカル島方面を望む｡ 

写真:マラカルコーズウェイ拡幅改修

部｡ミナト橋方面を望む｡ 

写真:アイライコーズウェイ拡幅改修
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(2) 構造物の状況 

調査対象である「橋梁」および「カルバート」は以下の通り。図 2-4 に位置図を示す。 

 

 
注：「ミナト」と言う言葉は日本統治時代に現地語になったもの。 

図 2-3   ミナト橋注およびカルバートの位置図 

 

表 2-3   調査対象とした構造物一覧 

路線名 橋梁 現存カルバート 崩壊したカルバート 

ミュンズコーズウェイ １橋（ミナト橋） 3 基 2 基 

マラカルコーズウェイ ― 4 基 ― 

アイライコーズウェイ アイライコーズウェイには「橋梁」・「カルバート」等の構造物は現存しない。 
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アラカベサン コロール

仮設島規模(直径３０ｍ、道路両側)

(最小回転半径＋車両幅/2＋余裕幅)×2
(12m＋3m/2+1m)×2=29m≒30m

※最小回転半径は道路構造令の大型車適用

15m

30m

資材仮置場

 
図 3-4   ミュンズコーズウェイ中之島 概念図 

 

コーズウェイ工事中の交通切り回し対策 

日約 6,000 台の現在交通量を止めることなく工事を進めるため、拡幅部を利用し、仮設道路を設け、本

線施工をおこなう。したがい、通常道路工事と違い、歩道設置が本線工事より後となる。 
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3-2-2 基本計画 

3-2-2-1 全体計画 

前述 3-2-1(1)の優先順位に基づき、協力対象事業候補の個所と延長を以下に示す。 

個所 延長 
アイライコーズウェイ拡幅改修 0.73kｍ 
ミュンズコーズウェイ拡幅改修 0.67ｋｍ 
マラカルコーズウェイ拡幅改修 0.51ｋｍ 
マラカル島内道路拡幅改修 1.63ｋｍ 

ミナト橋の補修 0.075km 
合計 3.62km 

 

上記協力対象事業の全体像を下記のようなフローで検討した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-5 協力対象事業の計画体系 

設計では次の国際的な設計基準を使用する 

表 3-6   採用設計基準 

道路設計 A Policy on Geometric Design of Highway and Street 2001 AASHTO

道路構造令の解説と運用 日本道路協会 

構造物 建設省 標準設計図集 

舗装設計 AASHTO Guide for Design of Pavement Structures 1986 

アスファルト舗装要綱 日本道路協会 

コンクリート舗装要綱 日本道路協会 

排水設計 道路土工―排水工指針 日本道路協会 

港湾施設 港湾の施設の技術上の基準・同解説  平成 11 年度 

（Technical Standards and Commentaries for Port and Harbor 

Facilities in Japan 1999） 

上下水道施設 American Water Works Association (AWWA)基準 

 

事業対象箇所の決定 

コーズウェイ部分マラカル島内道路 

コーズウェイ部分 橋梁部

カルバート部分 コーズウェイ部分 

中ノ島部分

歩道車道

交通量の多い北部交通量の少ない南部 

地滑り部分 路肩部 

減少 

路肩の

確保 

車道部 排水施設

山側 

U 型排水

海側 

V 型排水

流末部 

現況利用

中央帯 桁 

橋脚

橋台

高欄

舗装

設計速度

道路規格

平面線形 

縦断線形

捨石護岸

排水計画

雨量
現道維持 

50 年

確率

波高

舗装 
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3-2-2-3 施設計画 

１) コーズウェイの構造 

a) 決定した捨石防護の標準断面を下図に示す 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

捨石防護は被覆石および下層石材から成る。それぞれの諸元は次のように設計される。 

表 3-9   捨石護岸の概要 

 被覆石 下層石材 

層数 1 2 

最小重量 (kg) 400 40 

層厚 (m) 0.6 0.3 

斜面の勾配 1:1.5 1:1.5 

層の表面の許容不陸 (m) -0.20 ±0.1 
 

根固め被覆は、消波機能の観点から表面を疎とすることを目的とするため、間詰めは行わない。最

終仕上げでは 400 ㎏級の捨石の設置誤差は石の頂点と法線との差は－20 ㎝を許容限界とし＋側

は規定しない。 

b) 構造決定の根拠 

捨石護岸型式は、被覆石、下層石材、中詰材から成る。下層材は被覆石重量を分散するとともに

石材の空隙を通って中詰材が流出するのを防ぐものであり通常 2 層で仕上げる。被覆石は設計波

高と堤防斜面勾配によってその所要重量が算定される。 

波力を受ける構造物の斜面を構成する被覆石の重量はハドソン公式を用いて算定される。 

結論として、被覆石の所要最小重量は 0.4ton となる。 

港湾設計基準では、下層石材の所要重量は被覆石重量の 1/10 とされている。 

斜面の勾配は、施工性と経済性から 1：1.5 とする。 

図 3-6   捨石提の標準断面 
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この型式の護岸は長い経験、水理実験および多くの事例に裏付けされた信頼度の高い工法であ

る。適切に設計された捨石提は耐久性が高く、改良を加えやすく、耐波性の大きい特徴を有する。

この型式の構造物は大きな破壊に至ることなく沈下し補修が可能であり被害を受けても効果的に

継続して機能する。今回計画する捨石提被覆石の粗い表面は波の遡上高と越波を減少するのに

役立つ。 

 

2) 舗装構造設計 

a) 舗装構造は、路床条件と将来予測交通量に基づき下記のように決定した。 

現地にはアスファルト混合材製造プラントが 1 台しかなく、非常に割高であり、そのためゼメントコン

クリート舗装が割安という特殊事情があるため、アスファルト舗装とセメントコンクリート舗装を比較検

討した。その結果、第三国からアスファルトビュチュメンを輸入し、現地プラントで製造・舗設するこ

とが最終案となった。 

表 3-10   舗装厚 （設計期間 10 年  CBR=10 18kips 5～７百万軸） 

 表層 コーラル路盤 
案 1 案(採用案) As5cm+5cm 15cmx2 層 
案 2 案（代替案） Con25cm 15cm 

 

b) 標準舗装断面図 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-7   舗装標準断面 

設計詳細は巻末資料「舗装設計計算」参照 

As 舗装 2 5 cm

路盤 2 15 cm 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 25 cm 

路盤 15 cm 

路床 CBR>10 

コンクリート舗装(代替案) アスファルト舗装（採用案） 

路床 CBR>10 
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3) 地形と設計降雨強度に基づく排水施設設計 

隣接流域からの設計流出量を求め排水計画を行う｡

隣接流域面積の算定は米国内務省作成（1983 年）

による地図（1/25,000）を用いた｡ 

表 3-11   隣接地流域面積 

流域名 流域面積 (m2) 

A 15,700 

B 55,100 

C 42,000 

D 72,400 

E 03,800 

F 75,800 

 

隣接流域からの流出量算定は合理式(下式)を用い、

25 年確率降雨による流出量を流下させうるものとし

た結果を図 3-8 に示す｡ 

求められた各流域の流出量を表 3-12 に、流路の解析結果を図 3-8 に示す。示す｡設計詳細は巻末資

料「排水施設設計」参照。 

表 3-12   流出量の算定 

流域 A B C D E F 

流域面積 (m2) 15,700 55,100 42,000 72,400 3,800 75,800 

流出係数 0.7 0.5 0.7 0.7 0.7 0.7 

流達時間 (min) 13.8 33.9 23.5 26.4 19.7 27.1 

設計降雨強度 (mm/h) 101.0 66.4 78.8 74.6 85.6 73.3 

流出量 (m3/s) 0.308 0.508 0.644 1.050 0.063 1.086 
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120m60m 210m 90m 220m120m180m 80m 140m 100m80m 

U 型側溝(寸法 700～400) 

V 型側溝(寸法 1000) 

交差道路・アクセス道路 

流末 U 型側溝(寸法 700) 

図 3-8   道路排水工配置図 
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4) 現状破損状況に基づくミナト橋の補修設計 

ミナト橋は、巻末資料「既存橋脚パイルの照査」結果を参考とし、以下の４項目の補修を行う。 

a） 橋台前面擁壁取替工 クラックの部分を取り壊し、石積みとする。 

b） パイルベント橋脚防食工 腐食部分の錆を落とし、処理後カバーをかける。 

c） パイルベント橋脚横梁補修工 クラック部分をはつり、モルタルを充填する。 

d） 高欄付替工 既存のコンクリート版を拡幅、高欄を移動し、歩道を拡幅する。 

以下に、下記の各部材毎の、補修工種選定に至る現況評価・検討内容につき、概要を記述する。 

a) マラカル側の橋台(A1)前面擁壁左側擁壁取替工 

亀裂開口部の広さ・深さは、モルタル充填等の補修工法の適応範囲を超えており、撤去して新た

な擁壁を設置する。工法としては、布団籠・石積護岸工・練石護岸工など比較検討の結果、工費

面・工程・耐久性から石積護岸工を選定した。 

なお、コロール側 橋台(A2)前面擁壁は、クラック幅が比較的小さく、モルタル充填で補修を行

うにとどめる。 

b) パイルベント橋脚の防食工事 

A1 P1 P2 A2

To Malakal Island To Koror Island

 

図 3-9  ミナト橋側面図 

現在の橋脚の構造解析の結果、

P1,P2 橋脚の全パイル 6 本の現在の

腐食箇所(主に干満潮位の影響を受

ける範囲から上部)の腐食進展防止

を行なうにとどめる。 

感潮帯の防食対策工(水中施工可能

なもの)として、施工性・工期・維持管

理面で優れるペトロラタムライニング

(Petrolatum Lining)工法を補修工法

として選定した。 

Coral Sand

Mean Higher High Water Level: 0.470

Mean Lower Low Water Level: -1.550

55
00

CL

補
修

個
所

 

図 3-10  橋脚パイル防食工設置範囲 
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3-2-3 基本設計図 

平面・縦断図は、巻末資料・図面集に添付｡ 

各工事予定個所の標準断面図を示す。 

 

 

 

 

 

 

図 3-21  マラカル/アイライコーズウェイ標準断面図 

 

 

 

 

 

 

図 3-22  ミュンズコーズウェイ標準断面図 

 

 

 

 

 

 

図 3-23  マラカル島内道路 標準断面図 
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1) コーズウェイ工事 

a) 現在の「交通流」を保つための分割施工 

既存のコーズウェイの幅（7.4～8m）を両側各 3m ずつ捨石護岸で拡幅した後、この上に仮設道路を建

設し、既設道路本線工事中の交通路とする。仮設道路は 20～30cm 厚のコーラル砕を敷くものとする。

捨石護岸との間には抜け落ち防止のためシート（ジオテキスタイル）を敷設する。歩道コンクリート打設

の際には、コーラル砕を補充・整形し歩道基礎として利用する。 

 

 

ミュンズコーズウェイについては、無償資金協力で設置された既設の上下水道管が片側にあるため、こ

の側は、仮設道路としての利用が出来ない。従い下記の施工手順となる。 

 
 

b) コーズウェイ周辺の「潮流」を保つための分割施工 

工事による海水汚濁防止用のシルトフェンスを全線同時に張ることは、海水の流れを阻害することにな

るので、全線同時施工をを避け、縦断方向のコーズウェイの半分で拡幅完了後、シルトフェンスを移動

し、残り半分を工事する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-25 施工位置説明図 

フェンス 

捨石護岸上仮設道路 

第１段階（a 側の拡幅・護岸） 

第2段階(a側の本線工事、b側の拡幅) 

第 4 段階（b 側 歩道工事で完了） 

第 3 段階(a 側歩道工事、b 側 本線工事) 

捨石護岸上仮設道路 

護岸拡幅工事個

所

凡例 

仮設交通路 

歩道工事箇所 

歩道工事箇所 

舗装完了箇所 

a 側 b 側
海流 フェンス 

海流 

本線施工の為両側拡幅部に仮設道路 本線施工施工後、両側拡幅部の歩道工

片側拡幅部に設置した仮設道路を利用 本線片側施工後、残り片側を施工 
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2) 根固･捨石護岸被覆工事 

根固め部分の総掘削量は、23,200 m3 であり、通常掘削量を日･班当り 220 m3、水中掘削を 180 m3、

平均 200 m3 とすると実働日数約 3 月となる。土砂の流出防止のため、根固め被覆工完了まで、工事は、

シルトフェンスの防護範囲内で行なう。 

根固め・根固め被覆の必要捨石数量は 3 箇所のコーズウェイ合計で、40 ㎏級１１,900m3、400 ㎏級

11,300m3となる。 国土交通省土木工事積算基準に基づく施工能力は捨石75m3日・班当り、表面均し

63m3 日・班当りである。 

工事は、コーズウェイ両端もしくは中ノ島から干潮時にバックホーを入れて開始する。まず海底表面の

沈降土砂を除去し、コーラル砕を搬入し掘削の足場（アクセス）を作る。このアクセスは、満潮時に 30 ㎝

程度の冠水がある高さまで作り、この上から下記のような順に作業を行なう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-26  根固め･捨石護岸施工順序 

 
シルトフェンス設置 

アクセスの構築 

堤防道路沿いに下記の作業を繰り

返しながら進む 

干潮時表土除去 

根固部分掘削 

堤防脇に盛土。転圧 

不足分は外部から搬入 

根固部分の捨石施工 

捨石斜面第 1 層下部施工 

捨石斜面第２層下部施工 

捨石斜面第３層下部施工 

捨石斜面第 1 層上部施工 

捨石斜面第２層上部施工 

捨石斜面第３層上部施工 

捨石斜面天端施工 

 

水中作業が

主体 

陸上作業が

主体 
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3) コーズウェイ舗装工事 

舗装はアスファルト舗装とし、その構成は表層 5ｃｍ、基層 5cm、路盤 30cm である。ただし、カルバート

部は表層 5cm のみである。 

舗装工事の材料のうち、路盤材となるコーラル砂は、パラオ国で新たな採石場、あるいは海底堆積コー

ラルの採取場を開設するには EQPB による環境クリアランスが必要で、工事着手前に申請･認可の期間

を要するため､短期間での完成を目的とする本事業実施方針にそぐわない｡従い既設採石場･コーラル

採取場からの資材調達を行う。 

ストレートアスファルトおよびアスファルト乳剤は台湾から輸入により調達する。アスファルト合材は、施工

業者により上記の材料を持込み、生産・供給する。本プロジェクトで必要な全合材量は約 8,000ｔであ

る。 

施工機械については、路盤工事ではモータグレーダ(3.1m)を使用する。表層･基層工事では、日本から

調達するロードローラ(10t)、タイヤローラ(8～20t)とアスファルトフィニッシャ(3～4.8m)を使用する。 

対象道路には、上下水道管等重要な埋設物があるため、特に路盤工事の実施にあたっては注意する。 

 

4) コーズウェイ歩道工事 

歩道部を含めたコーズウェイの根固め被覆による拡幅工事完了後、臨時に仮設道路として利用しコー

ズウェイ本線部を先行し工事を行う。交通を工事完了した本線部に戻した後、歩道部の工事を行う。 

歩道は、仮設道路用に使用したコーラル材の上に型枠を設置し施工する。歩道コンクリート施工に先

立ちコーラル材を補充する。外竪壁位置には差筋を行っておく。目地間隔は 3 m とする。 

ミュンズコーズウェイ南側管路敷設部では、既設管路をシート巻きした後、歩道コンクリートとで巻き込

む。 

 

5) ミナト橋補修工事 

ミナト橋補修工事は、既存橋梁の下部で施工するため、交通に支障を与えることはない。アプローチス

ラブ拡幅時には片側一方通行が必要となる。マラカル島側橋台修復用の仮設進入路は、コーズウェイ

拡幅部分を利用する。 
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6) マラカル島内道路工事 

マラカル島内道路は、既設の 2 車線道路であり、その施工順序は通常の道路工事に準拠する。 

施工順序を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-27   島内道路施工順序 

 

マラカル島内道路改良で最も日数を要する作業は、道路排水工の型枠工である。養生期間などの全

体施工能力も考えると下記のような所要日数が想定される。 

 サイズ 延長 日･班当り 実働日数 型枠面積 日･班当り 実働日数 

ｺﾝｸﾘｰﾄ蓋付き （400） 400ｍ 2.2ｍ 30 日 880 m2 29 m2 182 日 

U 型側溝工 （700） １260ｍ 3.9ｍ 148 日 4300 m2 29 m2 322 日 

V 型開水路工 (1000) １220m 25ｍ 49 日 1220 m 25 m 49 日 

 

平行して工事が行われるコーズウエイの工事期間が約 10 ヶ月と予想されること、舗装工事に要する期

間が 3.5 ヶ月程度であることから、コーズウェイと完成時期を合わせるには、排水工工事を 5 ヶ月間程度

で完成させる班構成が求められる。一連の 400 と 700 の U 型水路を 5 ヶ月で完成させるには 6 パーテ

ィの投入が求められる[(182 延日+322 延日)÷0.59÷(30 日×5)パーティ]。 

流末処理溝・吐け口工 240M 

集水桝工 20 ヶ所 

開水路工１２２０Ｍ・U 型側溝１６６0M・横断管 66Ｍ 

舗装版切断工 

掘削捨土工(路盤、路床) 

路床置換工  

路盤工 4８９0ｍ３ 

舗装工 31300 ｍ2 

道路標識等 

地すべり対策工

進捗
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3-2-4-2 施工上/調達上の留意事項 

1) パラオ国の建設一般事情 

パラオ国の人口は合計で約2万、首都圏で約1.5万人でしかないため、労働人口も限られている。その

ため実際の作業には主としてフィリッピン人労働者が従事している。機材はすべて輸入、資材もほとん

どを輸入に依存している。そのため一般的な物価は、開発途上国としては先進国並みに高い。 

2) 現地業者の活用に係る方針 

パラオ国内で実施されている道路事業にはパラオ国内の建設業者および海外業者が参加している。 

パラオ国の建設業のリストに記載されている 30 社の大半が建築業者であり、土木建設を手がける会社

は少ない。 

主に他国援助により実施中の道路案件に参加している、主な建設業者を以下に示す。 

表 3-15   首都圏での主な建設業者 

建設会社 土 木 建 設 機械・材料 

Black Micro Corporation ○ ○ ○ 

Socio Micronesia Incorporated ○ ○ ○ 

Surangel & Sun’s Construction ○ ○ ○ 

Fortune Investment & Dev’t. Corp.,ltd ○  ○ 

Palau Transportation Company(PTC) ○   

FR Construction Company ○   

 

3) 労務 

主体はフィリピンからの出稼ぎ労働者である。KB 橋建設の際に、予定したフィリピン人労働者の入国手

続きが円滑に処理されなかった前例があるため、本事業実施に際しては円滑な入国許可の手続きを図

るため今後パ国との協議に際しては業者が未定であってもこの旨明記しておくことが望まれる。 
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3-2-4-3 施工区分 

本事業実施に関する日本国政府およびパラオ国政府のそれぞれ負担事項の概要を以下に示す。 

表 3-16  日本国政府およびパラオ国政府のそれぞれ負担事項 

日本側負担事項 パラオ国側負担事項 

 「3-2-4-4 施工監理計画」で示された実施設

計、入札･契約書の作成、入札補助および工

事の施工監理 

 「3-2-2 基本計画」で示された施設の建設 

 仮設施設等(キャンプヤード、事務所)の設営 

 工事実施に係る安全対策 

 工事中の環境汚染防止対策 

 日本および第三国からの建設資機材の輸送 

 

 本計画実施工事にともなう移設工事(通信線) 

 本計画実施に必要な用地確保(キャンプヤー

ド、事務所) 

 銀行手数料の負担(銀行口座（B/A）開設、支

払授権書(AP)の手続き) 

 第三国人の入国、滞在等に対しての便宜供

与 

 パラオ国政府が課す関税、国内税、その他財

政上の課徴金等の免除または支払い行為 

 仮設施設および工事箇所周辺の警備 

 

3-2-4-4 施工監理計画 

各工事段階で必要と考えられる技術者の役割と派遣期間を以下に示す。 

表 3-17   技術者の役割と派遣期間 

業務主任： 

（道路技術者） 
業務内容 

第一期工事着手時 0.5 ヶ月 

第一期工事竣工時 0.25 ヶ月 

第二期工事着手時 0.25 ヶ月 

第二期工事竣工時 0.5 ヶ月 

瑕疵検査   0.2 ヶ月×2 期分 

計     1.9 ヶ月 

 業務が円滑に遂行される為の調整業務および技術的監理

業務 

 工事用基地用地確保および、工事に必要な認可の取得に

ついて、パラオ国政府との調整･確認 

 環境ステークスホルダーとの調整 

 

常駐監理技術者： 

（道路技術者） 
 

工事着手日より 

工事竣工引渡し完了日まで 

 19 ヶ月間 

 建設工事全体の監理、日常監理・検査業務、工程管理・支

払い業務、関係機関への定期報告の実施。 

 ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ事務所の開設に係る設備･要員の確保 

 切り回し道路の交通管理に係る安全性の確認･指導 

 旧 KB 橋建設施工基地およびロングアイランド脇用地の借用

に関するパラオ国政府の調整 

 廃棄物の処理場･処理方法および土捨て場の調整･交渉 

 環境保全対策についての環境ステークスホルダーとの調整

および施工業者への指導 

 生コン･アスファルト混合物の仕様･配合の検査 

 施工計画の照査 
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3-2-4-5 品質管理計画 

舗装材料とコンクリートは現地購入とするため、納入業者の品質管理状況を確認する。その他の材料につい

ては必要に応じ、納入業者の品質証明書を求めるものとする。 

供給業者の品質試験の精度、項目が十分でないと判断されたときには、パラオ国内あるいはパラオ国外の

専門業者に依頼することを要望する。 

今回プロジェクトで必要と想定する品質管理項目としては下記のものがある。 

表 3-18   品質管理項目表 

  目的 備考 

路盤･路床土

関係 

CBR 試験 支持力測定 ４日水侵としてモールドを3ヶ/回

ｘ4 日＝12 ヶ必要 

 締固め試験 最大締固め密度を測定する CBR 用締固め 

 細骨材比重試験 配合設定用比重測定  

 PI 関係 物理試験 LL、PL 測定 

アスファルト 篩分け試験 粒度分布を求める 自動篩分け 

コンクリート用 磨り減り減量 骨材の硬さを測定する ロスアンゼルス試験機 

骨材関係 粗骨材比重試験 配合設定用比重測定  

 吸水量試験 コンクリート配合設定用  

コンクリート 水の塩分試験 使用する水の適正試験 試薬使用簡易型試験 

 スランプ試験 出荷材料の性状試験  

 空気量試験 同上  

 圧縮強度試験 同上 アムスラー試験機 100ｔ 

モールドは 6 ヶｘ4 週＝24 ヶ 

アスファルト 針入度試験 入荷 As の性状確認試験 自動型 

 軟化点試験 同上 自動型 

 締固め試験 最大締固め密度を測定する  

 マーシャル試験 アスファルト合材の性状 配合設定用モールドは 

3 ヶ/種類ｘ４＝12 ヶ 

 As 抽出試験 合材中の As の量の検定 ソックスレー型 

 現場締固め試験 締固め密度･厚さの確認 コアーカッターD100 

交換用ビット 5 ヶ 

 

工事に当たっては、パラオ国側から適格者を派遣してもらい、仕様書に記載される品質管理試験を所定の

頻度・方法で行い、合格判定方法の技術移転を受けてもらうものとする。 
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3-2-4-6 資機材調達計画 

1) 工事用資材 

パラオ国内で産出するものは、石灰石、玄武岩、コーラル砕である。その他の主要な材料は、パラオ国

市場で調達可能であるものの、その調達については、コンパクト道路、空港滑走路補修工事と重なるの

で困難が予想されることから、業者決定後、準備工にはいる前後に必要数量の材料確保の方策を立て

る必要がある。表 3-27 に主要建設資材の調達先を示す。 

セメントは、量的にパラオ国市場のみでは不十分であり、日本調達と比較し、経済性に優れ調達実績

の高いフィリピン産とし、ストレートアスファルト、アスファルト乳剤は、近隣国の台湾調達が安価で調達

実績もあり、日本調達との経済比較により台湾調達を採用した。 

表 3-19   工事用資材の調達先 
資材名 パラオ国調達 日本調達 第三国調達 

被覆石 

コーラルサンド 

クラシャーラン 

コンクリート用細骨材 

○ 
○注１ 

○ 
○ 

  

生コン 

セメント 

○ 
 

 
○ 

型枠用合板 ○   
木材 ○   

鉄筋 ○   
ストレートアスファルト   ○ 

アスファルト乳剤   ○ 
軽油 ○   

ガソリン ○   
ヒューム管  ○  

ＰＶＣ ○   
区画線材料  ○  

道路鋲  ○  
交通標識 ○   

橋梁防蝕材・補修材  ○  
ジオテキスタイル ○   

シルトフェンス ○   
注１：：コーラルサンドの採取場は下表のように計画している 

第１候補 第 2 候補 第 3 候補 
アイライ地区東端部の港の浚渫

のため掘削済みコーラル砕 
マラカル島港から北部にかけて

の浚渫 
旧海軍飛行場近辺の浚渫 

現在量は約 100 万ｍ３あるが、コ

ンパクト道路および空港舗装工

事の需要と重なる可能性あり 

新規に採掘する必要があり、政府側の許可は問題ないが、ＥＱＰＢ

の許可が必要となる 
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第三国調達材の搬入ルート 

セメント フィリッピンよりマラカル港：コンテナ定

期船を利用。 

マラカル港から施工基地：コンテナトレ

ーラによる。 

ストレートアスフ

ァルト・乳剤 

台湾よりマラカル港：コンテナ定期船

を利用。 

同上 

注意すべきは、パラオではアスファルトをドラムで輸入していること、独占体制にあることから、合材単価

が非常に高いことである。 

 

2) 建設機械 

パラオ国内に数社確認される建設機械のリース業者は、今回のような工事に必要な機械を十分揃えて

いないが、有力な建設業者からのリースは可能であることを確認している。 

○ 土工事用機械 

ブルドーザ、バックホー共に建設業者数社が保有しているが、その数は十分でない。 

○ 舗装工事用機械 

アスファルトプラント 現在パラオ国内には３基が存在するが、本プロジュクトで使用できるものは

(3)の 1 基のみであり、コストおよび故障時の問題が懸念される。なおコンパ

クト道路用大型プラントは、04 年３月現在環境問題で組み立てが出来ず、

同道路舗装工事は遅れている。 

(1) ペリリュー島にＰＷＤの 40 t プラント｡ 

(2) バベルダオブ中央部にコンパクト道路用のダイウー所属のプラント、

100 t｡ 

(3) マラカル島に Socio 社のプラント 30 t｡ 

アスファルトフィニッ

シャ 

締め固め機械 

Socio 社がアスファルトフィニッシャを所有している｡ 

Socio 社および Surangel 社が、タイヤローラ、ロードローラ等を所有している

が、数に問題がある。 

コンクリートプラント コロール周辺には４基のプラントがあり、コンパクト道路用、建築用、小規模

土木用に出荷しており、コンクリート舗装の実積も規模はある。 

 

パラオ国では、建設機械のリース会社の所有機械は種類、台数ともに少なく、本プロジェクトに必要な

建設機械を満足しない。一方、建設会社は自社で、舗装用機械やクレーン等の各種道路建設機械を

保有しており、修理保守についても、自社の工場にて実施している。建設会社各社の保有機械リース

価格と日本価格、第三国価格（オースロラリア、グアム、フィリッピン、台湾）を比較検討した結果、表

3-20 のように決定した。 

日本調達機械については、日本からマラカル港まで船便を利用し、マラカル港から工事用基地までの

1.5km はトレーラーにて運搬する。 
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表 3-20   主要建設機械の調達先 

機種名 能力 パラオ国調達 日本調達 第三国調達 

ブルドーザ 15t  ○  

バックホウ（注１） 0.8 m3  ○  

バックホウ 0.45 m3  ○  

トラクターショベル 1.03 ○   

ダンプトラック 10t ○   

トラック ４ｔ ○   

トラッククレーン 25t ○   

モーターグレーダ 3.1m ○   
アスファルトプラント（注２） 40t ○   

コンクリートプラント（注３） 75m3/h 他 ○   

タイヤローラ 3.0t～4.0t  ○  

ロードローラ 10.0t  ○  

アスファルトフィニッシャ 3m～4.8m ○   

ラインマーカ・溶解槽 リブ付きタイプ  ○  

 

注１：本工事のうち、工事量の大きな工種はコーズウェイの根固め被覆工であり、被覆工のために

必要なバックホウ(0.8m3)が最大で 9 台必要になる。 

注２：アスファルトプラントについては 2－2－1－(5)で述べたように本計画で使用可能と考えられる

ものはマラカル島 Socio 社のプラントである。 

注３：コンクリートのプラントは、コロール周辺に４基 があり、コンパクト道路用、建築用、小規模土

木用に出荷している。 
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3-2-4-7 実施工程 

1) 施工日数の算定 

施工日数算定に当り、考慮すべきは降雨の影響と休日であり、下表のように整理して検討した。 

表 3-21   採用稼動率 

工種 雨天に対する考え 休日の扱い 稼働率（実働/暦

日の比） 

舗装、コンクリート工事、土工事

等の一般作業 

10mm 以上の降雨日に

は行わない 

日曜祭日は休日 

土曜日は就労日 

59％ 

フェンス張り、根固め被覆等雨に

影響を受けない工事 

20mm 以下の雨では施

工可能と想定 

 69％ 

 

2) 事業実施工程表 

E/N 締結後から工事完了までの事業工程を次のように設定した。 

現地締結

交換公文締結(E/N)　単年度 国内決定等

コンサルタント契約

現地調査 国内作業

国内解析･詳細設計 現地作業

入札図書作成

入札図書承認

公示

図渡し･現説

入札

入札評価

業者契約

準備工

ミュンズコーズウェイ

アイライコーズウェイ

マラカルコーズウェイ

マラカル島内道路

ミナト橋（マラカル島内道路）

後片付け

24 25 26 27項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　月

工
事
工
程

4 5 238 16

実
施
設
計

契
約

186 12 13101 1514 2111 222 93 207 17 19

1期

2期

外務省認証

外務省認証

外務省認証

外務省認証

 

図 3-28   実施工程 
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3-3 相手国側分担事業の概要 

先方政府が負担することを了解した項目と注意点を以下にまとめる。 

表 3-22  相手国側分担事業（百万円） 

1 

事業

用地

の確

保 

道路用地では大統領私邸(40m)、マラカルコーズウェイ中ノ島の商店前

の用地(100m)、アイライコーズウェイ中ノ島拡張部分私有地(200m)の収

容が必要となる。 

工事資機材・事務所・宿舎等の用地としては、KB 橋傍の用地は国有地

で問題ないが、今回の工事の主体が、マラカル、ミュンズ両コーズウェイ

にあるので、工事用大型材料運搬車による市内目抜き通りの混雑回避を

図るため、これらの現場に近い土地の提供を求めているが、数箇所に分

散せざるをえず、既に私有地化した空き地を含め、パラオ国側で手当て

を行う約束を得ている。 

収容費 

340mx3=1020 ㎡ 

ｘ$500/㎡＝

$510,000

借上げ費 

2000m2ｘ$5ｘ１9 

=$190,000 

2 土地の整形 原則として対象個所はないと考えている ―

3 アクセス道路の建設 新たに建設すべきアクセス道路は特にない。 ―

4 電力線の工事用地までの

設置 
KB 橋傍の用地には既に配線がある。他は今後の課

題。 

 

＄2000

5 通信線の移設 

埋設物として通信線(コッパ･ケーブルおよびオプティカル･ケー

ブル)を収容した２条の管路が存在する。これらの移設は、本道

路改修工事の際､同時に行うことになる。 

本道路改修工事では歩道下にコンジットを設置し、工事の進捗

に合わせ、通信管路の移設を実施する施工計画を PNCC と協

議する。 

 

 

$240,000

6 銀行口座の開設と A/P の費用の負担  

7 工事用資機材の輸入・荷上げの際の免税処

置 

 

8 工事に関係する日本人・法人に対する入国・

労働許可 

 

9 工事用材料に対する関税、その他内国税の

免除 

 

10 日本政府無償資金協力により建設・供与され

たものの適切な維持管理 

 

11 建設・運搬・設置に際し日本側が負担する以

外のものの費用負担 

KB橋と国際空港整備で経験済み

なので問題はないと考えられる 

 

計 $942,000-
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3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

3-4-1 実施機関の運営・維持管理能力 

(1) 道路維持管理組織 

本協力対象事業完成後の維持管理に責任を負う、資源開発省・公共事業局・道路機械部は、現在、首都コ

ロール周辺およびバベルダオブ島内の国道、ペリリュー地区の国道の維持管理を既に実施しており、道路

維持管理の実績・経験がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-29 公共事業局道路機械部の組織図 

Chief 
Road & Equipment 

Asphalt Plant Operation
Manager 

Foreman (1) 
Operators (3) 
Mechanics (1) 
Assist Operator (2)
Security (1) 

Captain (1) 
Engineers (2) 
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Road Maintenance 
Manager

Equipment Operators 
 
Oper. Supv. III (1) 
Oper IV (2) 

Road Maintenance 
 
Supv. II(1) 
Supv. I(1) 
Supv. (3) 
Laborer II (7) 
Laborer I (4) 

Equipment Maintenance
Manager 

Mechanic Shop 
 
Mechn. Supv. II(2) 
Mechn. Supv. I(1) 
Other Mechanic (1)

Welding Shop 
 
Supervisor I (1) 
Welder II (1) 
Welder I (1)

Sheet Metal Shop
 
Worker Sup. I(.1) 
Worker II(1) 
Worker I(1) 

Sea Transportation 
Manager 
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Babeldaob. Peleliu 

and Angaur 

Assistant 
Babeldaob Road 

Manager(1) 
Babeldaob Road 

Project Coord. (1)

Equipment 
Operators 
Operator IV (1) 
Operator III (1) 
Operator II (1) 

Mechanics 
 
Assistant (1) 
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Operation 
Supervisor 
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Foreman(1) 
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(2) 保有機材 

公共事業局が所有している維持管理用機材は限定されたものである。 

コロール周辺に配置されている主なものを下記に示す。 

ブルドーザー（D-4） Caterpilla/Komatsu 2 台 

ホイールローダー（2.5 m3）  1 台 

掘削機(小型) バベルダオブ島内 1 台 

トラック（5 ton） バベルダオブ島内 1 台 

トラック(1.5 ton)  4 台 

クレーン付きトラック  1 台 

小型ローラー(0.5t)  1 台 

 

このほか、ペリリュー島には約 25 名のスタッフが配置されていて下記の機材が配置されている。 

アスファルトプラント 60t/h 連続式 1 台 

ホイールローダー（2.5 m3）  1 台 

トラック（5 ton）  3 台 

トラック(1.5 ton)  1 台 

振動ローラー(5t)  1 台 

小型ローラー(2t)  1 台 

 



パラオ国首都圏島間連絡道路改善計画                                                 第 3 章 

 

3-40 

 

3-4-2 維持管理能力に対する対応方針 

(1) 維持管理における一般的な問題点 

維持管理について、パラオ国側は、完成したプロジュクト施設の永続性の観点から必要性を認識しており、

日本側は、投資効果という面で実施を強く要望している重要事項である。しかし現実にはさまざまな問題が

内在するため、維持管理が十分になされていない。道路インフラを中心に一般的問題点をまとめると次のよう

になる。 

① 国家予算不足の状況の下では、必然的にインフラ整備の予算さらには維持管理予算は十分確

保できない。 

② 予算不足に伴う全体業務量の減少は、実施機関要員の経験を風化させ、

品質管理技術レベルの低下、維持管理対象道路の耐久性低下、ひい

ては補修費の増加という悪循環に陥る。（右図参照） 

③ 住民側も、品質に対して特別な意識をもたない。良いものは勿論喜んで

受け入れるが、悪いものも仕方ないと受け入れる生活慣習がある。新し

いインフラについては、完成直後は非常に喜び感謝するが、5 年ほどた

てば空気のように当たり前の存在になる。道路は只という意識もあり、少

しずつ破損しても全体機能を損なうものでなければ看過する。結果として

気が付けば維持管理の範疇を越えた状態となってしまっていることが通

例である。 

④ 特に道路管理分野で実施機関が責任を明確に有しないことも道路の維

持管理が不十分な原因となっている。 

⑤ 維持管理費用を削減するための第一条件は、良いものを作ることである。良いものを作るには、

総合的に材料、運搬、加工、据付、運転が必要以上のレベルで連携実施されなければならな

い。優秀な技術者が指導しても、機材が足りない、燃料が悪い、部品が調達できない等と問題

は続出する。 

⑥ 品質に対する多様な許容性は、新設時の品質管理判断力の欠如ともなる。上部機関からは、

品質より工期に強い指示がおりてくるのが通例である。まず間に合わせることが末端の現場の責

務である。多少悪くても 1 年程度は壊れない。数年後品質の悪さが表に出てきても担当者は移

動して責任はとわれない。 

⑦ 維持管理においては、技術（主として社会や組織に帰属する）のほかに、技能と知識(主として

個人に帰属する）が重要であり、職人技が品質の向上に大きく寄与する。社会を底上げする熟

練技能工の少なさが問題の一つである。 

予算不足 

仕事量減少 

経験機会 

の減少 

品管不良 

耐久性減少

補修費増加
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(2) 維持管理能力を向上させるための前提 

まず、新設時に良いものを作り、これを大事に使用するという意識の改革が必要となる。 

次に道路の維持管理がライフサイクル全体としてコストの削減になるという認識に加え、維持管理を行ってい

く理論的な裏付けを当局が持つことが望まれる。 

その結果として次のような効果が期待できる。 

 道路網の巨大な価値と不適切な保全対策がもたらす莫大な損害を社会的に認識できる。 

 道路管理機関は、その管理の内容と質を証明するための手段として使用できる。 

 道路利用者は、支払っている料金（燃料税等）の使い方の良し悪しを判断できる。 

 道路利用者は、道路管理機関に対しその業務内容の改善要求が可能となる。 

 一般の人々が、道路管理機関もしくは道路関係組織の貢献度･成功度を判断できる 

道路価値の評価方法を確立し、定期的に定められた評価を行い、この情報を道路の使用状況、工事情報と

ともに開示することが求められる。 

(3) 一般的な対応策 

維持管理を行うには右図のような流れの作業が必要であ

る。このため“パトロールの実践”、“道路インベントリーの整

備”が基礎的な条件であり、“マニュアルの整備”が望まれ

る。 

道路インベントリーはパラオ国には存在せず、今後の課題

であり、この際注意すべき点は、更新方法がしっかりしてい

ないと、陳腐なものとなりやがて使われなくなることである。 
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(4) 提言 

パラオ国の場合、国全体の規模が小さく、前記の一般的な対応はそのまま適用しにくいと考えられるが、「維

持管理の流れ」がスムーズに運用できるように、道路管理機関が目的意識と責任を自覚、自立可能な継続

性ある発展をとげるため、我が国からの無償資金協力をひとつの手段として利用し、これを永続させる独自

の方策を示すことが強く望まれる。 

年間の道路維持管理費は、通常建設費の 3%前後が最低限必要とされている。道路建設全体予算に対する

道路の維持管理費の比率の検討とその確保が望まれる。 

下記にパラオ国側に要望される具体策を示す 

 道路インベントリーの整備 （道路価値推定、維持管理実施記録を含む） 

 品質管理の重要性の認識と実践 

 熟練工の訓練 

 予算の確保 

日本側ができる維持管理能力向上への支援案としては次のようなものがあげられる。 

従来から実施してきたもの 1） 研修員の招聘 

2） 専門指導員の派遣 

今後可能性ある支援策 3） トレーニングセンター・モータープール・試験所・研究所の整備 

4） プロジュクトを通じてのオンザジョブトレーニングの実施 

5） 大学を含む研究機関への援助 

6） 製品別、業種別協会活動を活発化する 

7） 技術者･技能者の資格制度導入への支援 

 

本援助協力事業で実現可能な具体的なものは、3）と 4）であり、工事を通じての品質管理方法を含む技術と

技能の移転が必要である。 
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3-5 プロジェクトの概算事業費 

3-5-1 協力対象事業の概算事業費 

本協力対象事業を実施する場合に必要となる事業費総額は、8.93 億円となり、先に述べた日本とパラオ国と

の負担区分に基づく双方の経費内訳は、下記(3)に示す積算条件によれば、次のとおりと見積もられる。ただ

し本概算事業費は交換公文上の供与限度額を示すものではない。 

(1) 日本側負担経費 

概算総事業費：約 819 百万円 

表 3-23   工事概算総事業費（百万円） 
 

費目  第 1 期 第 2 期 合計 

  工事箇所 ミュンズコーズウェイ マラカルコーズウェイ  

準備工 シルトフェンス設置工    

道路工 掘削工 盛土工 被覆工 168 104 272 

 歩道工 舗装工    

橋梁工 ｶﾙﾊﾞｰﾄ下部工拡幅    

 ｶﾙﾊﾞｰﾄ上部工架替 52 36 88 

 ＊新設ｶﾙﾊﾞｰﾄを含む    

道路付帯施設 標識設置 区画線 7 6 13 

 計 227 146 373 

 工事箇所 アイライコーズウェイ マラカル島内道路  

道路工 掘削工 盛土工 被覆工    

 歩道工 舗装工 155 152 307 

道路付帯施設 標識設置 区画線 8 16 24 

 計 163 168 331 

 

 

 

施

設 

 施設の合計 390 314 704 

実施設計･施工監理 63 23 86 

  全合計 453 337 790 

 

(2) パラオ国側負担経費 

表 3-24 パラオ国側負担経費（百万円） 
 

事業費区分 金額(US$) 円貨換算(百万円) 

事業用地の確保(収容費) 510,000 56 

事業用地の確保(借上げ費) 190,000 21 

工事用地用電力線設置 2,000 0 

通信線の移設 240,000 26 

合 計 942,000 103 

 

(3) 積算条件 

1) 積算時点 平成 15 年 11 月 

2) 為替交換レート 1US$＝116.12 円 

3) 施工期間 2 期による工事とし、各期に要する詳細設計、工事の期間は、施工工程に示したとおり 

4) その他 本計画は、日本国政府の無償資金協力の制度に従い、実施されるものとする。 
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3-5-2 運営・維持管理費 

コロール近郊の道路の総延長約 24+108 マイルに対する現行の維持管理予算は約 54 万ドルである。本事業

は全長約3.6 ㎞、内島内道路 1.6 ㎞であり、この部分の維持管理に必要な費用を見積もると下記のようになり。

原稿予算の中で処理可能な範囲である。 

表 3-25   協力対象事業運営維持管理費（百万円） 

 頻度 点検部位 作業内容 単価/KM 当 概算費用($) 

排水溝の清掃 1.6km 年 2 回 暗渠開渠 泥、ごみの除去 $1000 1,600 

路面標識 3.6km 年 1 回 マーキング 再塗布 500 1,750 

道路標識 年 2 回 標識板 清掃修理 100 350 

除草 年 2 回 路肩 草刈 1000 3,500 

    年計 7,200 

舗装の補修 6 年に 1 回 舗装表面 パッチング 

オーバレイ 

60,000 10,000 

高欄塗装 8 年に 1 回 部材表面  50000 6,250 

照明器具 2 年に 1 回 バルブ 

電気系統 

交換 

系統修理 

2000 1,000 

    年計 17,250 

    年総計 24,450 

 

3-6 協力対象事業実施に当たってパラオ国側が留意すべき事項 

本事業は既存コーズウェイおよびマラカル島内の既存幹線道路改修であるため、新設と異なり建物･住民移

転はなく、環境配慮事項は少ないが、EQPB の要求に従い、EA の確実な実施を施主側に要望している。 

下記の点は、環境配慮上、特に留意すべきものと考えている。 

1) コーズウェイ掘削期間中の海水の泥水による汚染対策 

2) 工事中の工事車両による騒音、ほこりの削減 

3) 工事中の一般車交通制限に伴う安全対策 

道路拡幅に伴う土地収用については、下記の 3 箇所で持ち主からの事前承諾を求めており、パラオ国側は

問題がないといっている。 

1) アイライコーズウェイ中の Ngetmeduch 島内用地 

2) マラカルコーズウェイ中の Ngermalk 島内用地 

3) ミュンズコーズウェイ取り付け部の大統領私邸用地 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 4 章 
プロジェクトの妥当性の検証 
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第4章 プロジェクトの妥当性の検証 

4-1 プロジェクトの効果 

本調査によって得られた社会・経済・交通調査および技術調査から判断される効果は以下のように考えられる。 

 

直接効果 

現状と問題点 本プロジェクトでの対策 プロジェクトの効果・改善の程度 

コロール首都圏の4島を結

ぶコーズウェイは老朽化

が著しい｡ 

コーズウェイの側壁護岸の補

強によりコーズウェイの耐久

性を高める｡ 

50年確率の波高に耐えうる高さと安定性を持つ

捨石護岸を構築することによりコーズウェイの耐

久性の大幅な向上が期待できる。同時に捨石の

空隙に生物が生息可能となり環境面での向上も

期待できる｡ 

近年の急激な交通量の伸

び、車両の大型化はコー

ズウェイの損傷を進めると

同時に交通渋滞・交通事

故を招いてきている｡ 

現在2車線合わせて7－8mの

コーズウェイの巾を広げ、両

側に歩道を設置することによ

り、交通の円滑化、車両･歩行

者双方の安全性を高める｡ 

車線巾3.6 mに側帯1.2 mが確保されさらに歩道

が1.2 ｍ付くので、交通の流れが円滑となると同

時に車両･歩行者の安全性が高まる。 

マラカル島内道路では排

水機能が不十分なため大

雨のとき道路冠水が頻発

している｡ 

雨量の多いパラオに見合った

道路排水施設を構築し、冠水

事故を減少させ、道路の耐久

性を増加させる。 

集中豪雨が頻発しても対応可能な排水機能を

持たせることが可能となり、舗装も打ちかえること

により円滑且つ安全な交通を確保できる。 
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間接効果 

期待される間接効果 その内容 

安全なライフラインの確保 コーズウェイを補強することにより、設置されている都市機能にとって不可欠な

上下水道、電力、通信線の安全性が高まる。 

また車両交通の安全性向上に加え、歩行者保護の概念が未だ低いパラオ国

で歩行者保護の意識を高めることが可能となる。 

経済の活性化 海の中を伸びる道路は観光資源ともなりうるものであり、観光客への好印象は

増加にも結びつくと思える。 

マラカル道路の冠水事故を削減することにより、マラカル港からの貨物輸送、

マラカル付近に多いダイブショップへの観光客の輸送の確実性が高まると期

待される。 

両国友好の増進 歴史的に深い関係を保ってきた日本パラオ両国のパラオ独立10周年記念事

業としての価値は高いと考えられる｡ 

 

裨益を受ける対象の範囲、およびその規模 

 

コロール州、住民約15000人に加え年間観光客 約45000人 （パラオ観光協会データ） 

 

 

 

4-2 課題・提言 

農業・漁業が減少傾向に、運輸通信が増大傾向にあり、社会インフラ整備の重要性は次第に高まってきている。

アメリカを始めとする外国援助に頼らない健全財政を整えるためには税制改革と、税収を増すための政策実行

の基盤としてのインフラ整備は必須である。同時に市内の渋滞解消は、道路改善だけでは困難であり、税制面か

らの車両増加に対する抑制、交通規制、および公共交通の整備が望まれる。 

コーズウェイの幅員は、パラオ国の 1 級国道に位置づけられるコンパクト道路と同等の仕様としており、10 年後の

交通量として現在の 2 倍強の交通量に対応できるが、今後の交通量の増加しだいでは、将来見直しが必要とな

る可能性はある。 その場合、接続する各島内の道路の拡幅が前提となる。たとえば、ミュンズコーズウェイの場合、

メダライ交差点の改良、さらには市街地付近までの道路改良が完成しないとコーズウェイを2 車線以上に拡幅し

ても効果は期待できない。平地の貴重なコロール市にあっては、その土地の手当てが容易であるとは考えにくく、

「パ｣国政府の長期的なビジョンと施策が望まれる。 
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我が国の無償資金協力の基本方針である自助努力と持続性に対しての考慮が払われることが強く望まれる。例

えば、現在道路維持管理を担当する資源開発省・公共事業局には品質管理設備が皆無であるので、今後これ

を強化することが望まれる。具体的には、本無償案件の実施中に実施業者の試験室に公共事業局から職員を

派遣し、ある程度の基礎知識を習得した後、JICA 集団訓練コース「道路技術」に応募し、帰国後このフォローアッ

プ制度を利用し試験管理機材を整えていく方法が提案できる。これにより、パラオ国側が望んでいる自国の骨材

等の材料を実用化していく方策も明確となりうる。 

我が国へも当面は従来通りのＯＤＡ援助を継続することが望まれているが、下水・上水整備計画も各種存在する

ので、今後の援助計画立案にあたっては首都圏総合開発計画調査の先行実施が望ましい。 

交通インフラセクターに係る他ドナーとの連携としては、台湾援助のプロジェクトとの設計・材料仕様の統一を公

共事業局、設計技術部を通じ、提言して行くことが望まれる。 

4-3 プロジェクトの妥当性 

パラオ国に対し無償資金協力を供与することに対して否定的な意見と肯定的な意見が大きく分かれている。否

定的な根拠としては、GDP が年$6000 を超えることがいわれている。一方、旧日本統治時代から第 2 次大戦にか

け、パラオ国民にかけた労苦にかかわらず、パラオ国が戦後なお我が国に対し友好的態度を維持している事実

に対し報いるべきというのが、肯定的な意見である。 

スペイン、ドイツ、日本、アメリカといろいろの国の統治下におかれ、1994 年ようやく独立を達成したが、実情は大

国の政策の変換の結果であり、パラオ国の実態は未だ自立できる状態にはない。国家形態が未完成であり、そ

の政府予算は十分でない上、過去依存してきた米国からの資金が 2009 年以降打ち切られる状況下にあって、

財政面での建て直しが急務とされている。したがい有償援助の場合その返還が困難といわれている。 

こうした状況の中で、60 年以上前に旧日本軍が構築した首都圏の道路がいまなお使われ、その重要性がますま

す高くなっている。 国家計画では、整備すべき最優先事項として交通インフラ整備が掲げられているが、独力

でこれを達成する力は、財政的にも技術的にもあるとはいい難い。道路の維持管理面でも大規模なものを実行

する能力がないのが実情である。使用限界に達した道路構造物を修復することは、同国の発展、住民約 15,000

人の民生の安定に大きく貢献するものであり、緊急の課題である。したがい、「パ」国側は我が国のほか台湾等へ

数多くの援助申請を行ってきている。 

「パ｣国側は、要請にもあるように、4 島を連絡するライフラインとしてのコーズウェイより首都中心道路を含む幹線

道路の改修の優先度が高いと考えているが、コーズウェイの持つ機能と、この構造物が崩壊した場合の国家的

損失を考えると本無償対象事業でコーズウェイを拡幅修復する重要性は高く、首都圏幹線道路整備プロジェクト

全体の進捗に大きく貢献するものである。 
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環境面では、本協力対象事業の実施により、コーズウェイ中間部にあったが現在崩壊し埋め殺してあるカルバー

トを復旧し、滞留している海水流を復活させる等環境改善での積極的な貢献も期待できる。 

また、年間 5 万人といわれる観光客からの収入が国家財政の柱の一つである国情から、安全かつ快適な島間連

絡道路を整備することは、観光産業の振興、財政面での支援に貢献できるので、プロジェクトの妥当性は高いと

判断できる。 

4-4 結論 

本プロジェクトは、前述のように多大な効果が期待されると同時に、本プロジェクトが広く住民の生活の安定の向

上に寄与するものであることから、プロジェクトの一部に対して、我が国の無償資金協力を実施することの妥当性

が確認される。即ち、首都圏のライフラインであるコーズウェイが物理的崩壊の危機にあること、増加する交通量

に対し道路機能が追いついておらず交通事故で人命が失われているという事実から、本プロジェクトを実施する

ことは緊急性を有すると同時に、安全性確保に対し有効と判断しうるものである。 

さらに、本プロジェクトの運営・維持管理についても、相手国側体制は人員・資金ともに十分で問題ないと考えら

れる。しかし、パラオ国側の維持管理技術が本協力対象事業の実施と並行して OJT を実施することにより、改善

されれば、本プロジェクトはより円滑かつ効果的に実施しうると考えられる。 

なお、本協力対象事業が両国で合意され実行される場合、「パ」国独立 10 周年事業に係る両国友好のシンボル

としてもふさわしいものと判断される。 
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